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研究要旨 

目的：病院避難のあり方について検討し、用語の整理と概念の統一を行い、課題を抽出

する。方法：病院避難の定義と類型化を実施した。そのうえで、東日本大震災、東関東・

東北豪雨、平成 28 年熊本地震の病院避難の事案を検討対象として、分類案に基づいて

各災害の避難概要を類型化したうえで分析し、課題の抽出を実施した。結果：病院避難

の定義は、「大規模地震、火災、土砂災害、水害など突発的な事項により、病院入院患

者及び職員の安全を確保するために院外へ移動させること。特に担送、護送など医療的

支援が必要な患者移動を指す。」とした。分類案は 2 種類考案した。第 1 案は①危険建

物から屋外へ出る「緊急避難」②医療機関間の搬送を指す「救助転院」（直接病院へ搬

送する直接救助転院と一旦病院機関以外の場所を介する間接救助転院）、第 2 案は①危

険建物から離脱した後に引き続き他院へ搬送する「緊急救助転院」と②病院から病院へ

移動する「救助転院」である。両者とも医療機関以外の場所を介在することの有無を問

わない。事案の分析から得られた課題として、建物の倒壊危険性に関する客観的判断の

困難性、危険な屋内活動の是非、搬送車両として自衛隊の協力の有用性が報告される一

方で、消防機関の協力が困難であったこと、実施主体が不明確な点や実施した病院の経

済的負担などがあげられた。考察：病院避難を定義付けることによって、個別患者の治

療を目的にした転院搬送と災害時に被災病院の入院患者を大量に他の病院へ搬送する

ことを明確に分類することが可能となり集計や統計に活用できるようになる。今回、病

院避難について 2つの分類案を提示したが、単なる日常の転院と区別する目的で消防機

関の協力も得られやすいと考えられる「救助転院」の用語を用いた。病院避難の必要性

を迅速に判断するために、建築物の構造の危険度を判定する方法・取組みの検討が急務

であるがその具体的方法の確立は容易ではない。そのため、地域医療を維持するための

BCP として事前計画を構築することが重要である。結語：病院避難の定義と類型分類を

策定し有用性を示した。地域医療の継続という観点から病院避難を BCP に基づく事前計

画に盛り込む必要がある。 
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A． 研究目的  

地震、津波等の自然災害の際に病院避難

が必要となる事態が頻発している。入院患

者の医療を継続するための BCP の観点から

も、「もはや入院を継続できないが、医療提

供の継続が必要である患者への対応」とし

て、病院避難に関する検討が必要である。

ここでは、病院避難のあり方について検討

し、用語の整理と概念の統一を行い、実施

に際しての課題の抽出を目的とした。 

 

B．研究方法 

1．病院避難の定義と類型化を実施した。定

義を策定する条件として、以下の点を満た

す内容について検討した。 

1)建物倒壊の危険や病院の機能破たんを鑑

み、その上で院内患者の診療を継続するこ

とを目的として、他の病院を自院の代替と

して移動させる必要が生じたもの。 

2)患者の「病態の重篤性」から、他の病院

での医療継続が望ましいと判断して実施し

た搬送は除外すること。 

 

2．東日本大震災、東関東・東北豪雨、平成

28 年熊本地震などで実施された病院避難の

実例を類型分類にあてはめ、その妥当性を

分析した。 

3．東日本大震災、東関東・東北豪雨、平成

28 年熊本地震の実例を集計分析して課題を

抽出した。 

下記 8 項目に関して各病院で実施された内

容を調査した。調査方法は各県代表医師（研

究協力者）による聞き取り調査である。(1)

必要性の判断を誰がどのように行ったか

(2)実施のための組織構築・調整をどのよう

に実施し、支援機関はどこか(3)危険性が高

い施設内と比較的安全な施設外搬送など搬

送実施の際に各機関の役割分担をどのよう

に行ったか(4)患者の医療情報（診療録）を

伝達する手段の問題と工夫は何か(5)患者

搬送の優先順位をどのように決定したか

(6)搬送資材はどのように確保したか(7)患

者の行先の追跡は十分に行えたか（トラッ

キング）(8)身体障がい者、周産期妊婦、新

生児、精神疾患など特殊患者の扱いに関し

て問題があったか  

 

C．研究結果 

１．病院避難の定義 

大規模地震、火災、土砂災害、水害など

突発的な事項により、病院入院患者及び職

員の安全を確保するために院外へ移動させ

ること。特に担送、護送など医療的支援が

必要な患者移動を指す。 

分類に関しては移動の段階を重視した分

類案１と優先度を反映し単純化した分類案

２とを考案した。 

１）分類案１ 

緊急避難（A）：火災、倒壊により一刻も早

く病棟や病院から外へ患者を出す。他病棟

または屋外へ一時避難すること。 

救助転院：病院の損壊やライフライン途絶

により、病院の機能維持が困難な場合。転

送先を決めて患者を車両や航空機によって

病院敷地外や他の施設へ患者を移送するこ

と。 

・直接救助転院（B）：直接医療機関へ転院

すること。 

・間接救助転院（C）：一度広場や公園など

医療機関以外へ搬送してから医療機関へ搬

送すること。 

 （図 1） 

２）分類案２ 

救助転院（A）：ライフライン途絶により、

病院の機能維持が困難な場合に転送先を決



めて患者を車両や航空機によって他の施設

へ患者を移送すること。緊急救助転院に比

較して病院施設内に留まることの危険性は

低い。 

緊急救助転院（B）：離脱（C）*をした場合、

屋外の患者を迅速に医療機関へ転院させる

こと。 

いずれも必要に応じて一時広場や公園な

ど医療機関以外の場所を介して搬送するこ

とがある。 

＊離脱 extraction（C）：火災、倒壊など危

機が切迫する場合に、緊急対処として病棟

や病院から他病棟または屋外へ患者を出す

こと。 

（図 2） 

1． 実災害での結果 

分類案１に基づいた場合、東日本大震災

において津波被害による病院機能不全では

直接救助転院（B）7施設と間接救助転院（C）

7 施設で実施されたが、緊急避難（A）は少

なく、茨城県において 2 施設で実施され、

その後直接救助転院を実施した（A+B）。一

方、熊本地震など建物倒壊危険がある場合

は緊急避難を介して救助転院を実施したケ

ース（A+B または A+C）が多く 8施設で実施

された。受け入れ病院が決定しないが切迫

した危険がある場合や原子力災害等スクリ

ーニング作業を要する場合には間接救助転

院（C）を実施される傾向があり、福島県で

の実施数が多かった。 

分類案２に基づいた場合、病院から直接

転院する場合と離脱場所から他院へ搬送す

る場合の 2 つに分けられる。（表 2）建物倒

壊の危険性が高い熊本地震では 11 施設中 8

施設において離脱に続く緊急救助転院が実

施され比率が高かった。 

2． 病院避難に関する実例分析に伴う課題

抽出（表 3） 

1.  必要性の判断：現場の受援・支援医

療者による判断は大きなストレスを受

ける事態であり、建物倒壊のリスクに

関しては応急危険度判定など客観判断

などを超急性期に導入する必要がある。

病院長や病院管理者が適切な病院避難

の判断ができることを支援する態勢の

検討が必要であるとの意見もあった。 

2.  実施のための組織構築・調整、関係

機関：実施調整依頼は、被災病院から

都道府県 DMAT 調整本部へ行うなど

DMATを介した都道府県への依頼が多か

った。また特殊事情を考慮してDPAT（災

害派遣精神医療チーム）による精神科

病院での判断も存在した。受け入れ先

選定の調整に関しては大規模調整とし

て都道府県（DMAT 調整本部）が実施し

たケースが多い。しかし、個別の事情

や日常的な交流関係から病院間での交

渉もみられた。搬送支援の関係機関に

関しては、都道府県庁内での調整がし

やすいことから、自衛隊による搬送の

有用性を示す報告が多かった。他に

DMATの車両や民間救急車の活用もあっ

た。一方で消防機関の活用に関しては

非常に難渋した報告が多数みられた。 

3.  搬送実施の役割分担（危険な施設内

と施設外搬送）：活動場所に関する分担

は不明確な実施が多かった。支援医療

者には危険場所での活動に関する心理

的負担が大きく、建物内侵入の妥当性

の判断を迫られる現場リーダーも負担

が大きかったと推測される。 

4.  医療情報の伝達手段：これまでの病

院避難の活動で、患者情報の一括管理

が実行されていない。病院避難の活動

において、どの患者が、どのような移

動手段で、最終的にどこの医療機関に



収容されたのかの情報は重要であるこ

とは、過去に病院避難に携わった多く

の医療者や受け入れた病院職員が認識

している。DMAT 等が医療搬送の際に使

用する医療搬送カルテ（災害時診療情

報提供書）を活用しながら、搬送中に

患者と分離しないような医療情報提供

の重要性が示された。日常診療におい

て院内で電子カルテを運用している施

設は多くなかった状況下で、実際に被

災した医療機関の中に電子カルテを使

用していた施設は存在した。今回の調

査では明確な問題抽出ができなかった

が、停電による情報出力が困難になる

ことは十分に考えられる。今後対策を

講じる必要性は高いであろう。 

5.  搬送優先順位：従来の災害トリアー

ジとは異なり、搬送先決定者が優先さ

れるなど患者の病態が優先度に必ずし

も反映しないケースが多かった。その

決定は病院医師の判断を尊重すべきで

あると考える。 

6.  搬送前の準備資材：輸液、酸素、保

温、移動器具、カルテなどほとんどが

DMATが持参した資機材を活用していた。 

7.  患者追跡（トラッキング）：搬送先が

不明になった報告があった。避難の際

に一覧表での患者管理の重要性は病院

避難に従事した医療者にとって共通の

認識であった。 

8.  特殊患者（身体障がい者、周産期妊

婦、精神疾患、新生児など）に関する

特性：平時から存在する透析患者のネ

ットワークや、周産期、NICU などに関

する個別ネットワークの連携は機能し、

有用性は認められた。 

9.  その他：他院へ患者を移動する際に

患者の同意が得られない際の対応や、

他院へ患者を移動する際の費用弁償、

患者を戻す際の費用弁償などが課題と

して考えられた。 

          

D．考察 

 大規模災害時には患者への医療提供を維

持するために医療機関間で多くの転院が実

施される。しかし、「病院避難」という言葉

を聞いて想起する内容が一般市民と災害医

療支援者で異なっている可能性がある。一

般市民は火災の際に病院外へ急いで避難す

ることを、病院避難ととらえるが、災害医

療分野では機能破たんした病院から他の医

療機関へ患者を移動させることを指すこと

が一般的である。また、病院の倒壊の危険

や機能破たんなどを鑑みて実施される患者

移動は、患者にとって、病院がもはや安全

が保障されない災害現場になったことを意

味する。総じて、上記の内容を内包した状

況での患者移動を「病院避難」と呼ぶべき

であり、日常的に行われる個別患者の治療

を目的にした転院搬送とは明確に分けて考

える必要がある。今回の病院避難の定義に

よって、両者を分けることが可能となり、

今後の集計や統計に活用できると考える。 

今回、分類に関しては 2 種類の案を提示

した。急遽病院の建物から院外へ退避する

ことや、病院から病院へ直接移ることがで

きず、一時的に滞在する場所を介在させる

ことなど、移動のステップを重視した分類

案１は、病院避難の経路を示すことには適

している。一方で分類案 2 は、離脱に続く

緊急救助転院は屋外にいる患者を移動させ

る点で優先度が高い避難であることが明白

である。また、一時的な介在場所の有無に

よらず病院から病院への避難を一括して

「救助転院」として扱うことで、大きく 2

つの避難があることを示し単純化される利



点がある。さらに、第 2 案の「離脱」は電

車脱線事故など局地型災害に際して理解し

やすい。倒壊の危険がある建物は危険区域

であり、離脱した病院の建物の外は、患者

集積場所に相当する、比較的安全な場所と

いえる。集積場所から直ぐに患者を搬送す

る場合もあるが、医療機関への搬送が停滞

する際に一時的に現場救護所へ患者を収容

することが、病院避難時の一時的な介在場

所に相当すると考えることができる。今後

第 1 案と第 2 案のどちらの分類を一般化す

るべきかについては継続的な議論が必要で

ある。 

多くの病院避難において消防車両の活用

に大きな支障があったことの原因として、

病院間患者搬送を消防機関の本来業務では

ないとする考え方に影響されている可能性

がある。これを踏まえ、名称として「救助

転院」とした。被災病院がもはや災害現場

と同様に救助対象であることを語感から読

み取れるように配慮したものである。 

事案の検討の結果からは、建物の倒壊の

危険度判断の迅速化に関する問題は大きい。

応急危険度判定士の緊急派遣による危険度

判断の実施や危険度の自動診断開発などの

介入が求められる。しかし、応急危険度判

定士の中でも、病院のような大きな鉄筋コ

ンクリート建築物に関する判断は、建築物

の構造に関しての専門の知識が求められ、

そのような技能を持つ方の緊急派遣体制を

構築することは容易でない。いずれにしろ、

病院避難の実施決断はもとより、医療チー

ムを建物内へ進入させることの是非の判断

など、構造物に関して全く知識のない医療

者に安全確保のための判断を迫ることは回

避するべきであると考える。 

 中小規模の民間病院が多い我が国の特性

は、耐震、制震構造の導入が容易でない医

療機関が多いことを示し、結果的にこうし

た病院が病院避難対象になることが多いこ

とが予想される。施設管理者による避難実

施の最終判断は優先されるべきであるが、

患者移動に関する依頼対象や、実施責任が

どこにあるのか明確化されていないことも

課題の一つである。患者の同意、費用弁償、

事故補償などの問題を解決するためにも、

実施主体を明確化する議論は今も後必要で

あると考えられる。 

患者搬送に協力を依頼する機関として、

一般に想起しやすい消防機関の協力を得る

ことが困難であった報告が多かった。この

ことは前述の定義や分類に関する議論、特

に名称の付け方に大きく影響すると考える。

消防機関が病院避難に積極的にかかわって

いただくためには、事前協議を重ね、十分

な理解を求める必要があり、緊急消防援助

隊の活動の中での位置づけを確立すること

等が考えられる。そのためにも、平時に病

院間で行われる患者の転院搬送とは異なり、

病院避難が必要となった被災病院は医療機

能を失った災害現場である概念を消防機関

に対しても浸透させる必要がある。この点

を考慮して「救助転院」の用語を用いるこ

とで消防関係者に対する概念理解の一助に

なることを期待する。 

 

E．結論 

病院避難の定義と類型分類を策定し有用

性を示した。病院避難を実施するにあたり、

周到な準備や事前の計画策定はその成否を

大きく左右する。地域医療の継続という観

点から病院避難の位置づけを理解し、BCP に

基づく事前計画に盛り込む必要があると考

える。 
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図１ 分類案１ ；建物敷地内へ一時避難する緊急避難（A）、病院から病院への移動を

する直接救助転院（B）、一時医療機関以外の施設へ移ったのちに病院へ転院する間接救

助転院（C） 

 

 
図２  分類案２ ；被災病院から他の施設へ患者を移送する救助転院（A）。危機が切

迫する場合に病棟や病院から他病棟または屋外へ患者を出す離脱 extraction（C）とそ

れに続いて迅速に医療機関へ転院させる緊急救助転院（B）。いずれも必要に応じて一時

医療機関以外の場所を介して搬送することがある。 



 
 

表 1 分類案１に基づく東日本大震災、東関東・東北豪雨、熊本地震における病院避難

実数とその類型分類 A,B,C 複数の組み合わせ実施ケースは〇+〇と示した。 

 

 
表 2 分類案２に基づく東日本大震災、東関東・東北豪雨、熊本地震における病院避難

実数とその類型分類 A,B



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 各事案に関する個別情報一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


